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○25年度実施内容

定期的（年4回以上）な路面清掃や大雨、台風の後の路面点検を地元大山区へ委託した。

市としては、林道の安全性を確保するため枯損木の伐採及び随時の現地確認を行った。

【25直接経費の内訳】

 人夫賃（305千円）

 普通旅費（0千円）

 林道維持管理委託料（170千円）

 有料道路・駐車場使用料（0千円）
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 有料道路・駐車場使用料（0千円）

【26直接経費の内訳】

 作業員賃金（414千円）

 普通旅費（15千円）

 林道維持管理委託料（170千円）

 有料道路・駐車場使用料（7千円）
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林道大山池野線での通行による支障はなく安全性の確保ができた。

林道整備工事の年次計画を作成した。
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計画的に林道整備工事を行い通行の安全性を確保する。
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の改善案

引き続き、計画的に林道整備工事を行い通行の安全性を確保する。
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地元への管理委託、職員の定期的な現地確認により、林道の安全性が確保されて

いるため。
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事業を廃止・縮小した場合、林道大山池野線の通行における安全性の確保ができな
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